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令和４年度 北海道住宅供給公社 事業計画

Ⅰ 公社経営について

１ 基本的事項

公社経営に当たっては、平成１６年に策定し、平成２９年に見直した「長期事業計画」

に基づき、安定した経営と健全な財務運営に努めるとともに、公社が保有する負債につい

ては計画的な返済による早期解消に努め、財務基盤の安定・強化を図る。

２ 事業毎の実施方針

(1) 分譲事業
北海道や関係市町と連携しながら販売促進に努めることとし、特に、子育て世代での

購入意欲が旺盛であることに着目した分譲施策を関係者と協調して継続する。

また、南幌町の未造成地については、中期的な視点での販売戦略の構築を検討する。

(2) 賃貸事業
賃貸住宅の維持管理を適切な時期と方法により計画的に実施し、引き続き、高い入居

率と収納率確保・維持するとともに、賃貸宅地などでの安定した収入の確保に努める。

(3) 割賦事業
新規割賦を行っていないことから残債権が漸減しており、収入額が減少傾向にあるが、

適時適切な督促によりその債権回収に努める。

(4) その他事業
過年度未収金の回収については、滞納期間の長期化により不良債権化しているものが

あり、債務者の状況把握に努めるほか、債権回収業者や弁護士法人への回収委託、法的

措置の実施により、適切な債権管理に努める。

３ 負債の解消

公社が保有する負債については、その計画的な返済を行うほか、公社経営の安定に支障

がない範囲でその早期の解消に努めることとし、「財政収支中期計画」を策定して繰上償還

額を検討する。

Ⅱ 販売・管理計画

１ 分譲資産販売計画

(1) 販売促進への主な取組
① 南幌町みどり野団地の戦略的な販売促進

ア 北海道や南幌町との連携による販売促進（きた住まいるヴィレッジ事業の推進、

南幌町の誘客交流拠点施設や移住・定住施策との連携、SNS 等を活用した情報発信
等）

イ 南幌町の子育て支援施策に連動した購入割引キャンペーンの継続実施

ウ 複数区画購入割引など、販売促進制度の継続実施
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エ 駅構内などでのポスターの掲示や、イベント会場などでのパンフレットの配付

オ 未造成地の販売・賃貸に向けた関係者との連携や協議

② 函館市旭岡団地の販売促進

周辺地域でのリーフレットのポスティングや媒介契約による民間活力の活用

③ 共通事項

ホームページを活用したタイムリーな分譲情報の提供などによる宣伝活動

(2) 販売計画の内訳
（単位：千円）

令和４年度
区 団

用 途 期首区画数 販売計画 備 考
分 地 長期事業計画

（見込） 区画数 分譲金額

戸建住宅 5 0 0 0(0 戸)
旭 過去の販売

集合業務 4 0 0 0
分 岡 実績等を踏

計 9 0 0 0
譲 まえ計画

み 戸建住宅 564 21 52,887 12,654(5 戸)
宅

ど 集合業務 13 0 0 0
地

り 未造成・公共 55筆 0 0 0

野 計 632 21 52,887 12,654

合 計 641 21 52,887 12,654

２ 賃貸資産管理計画

(1) 入居促進への主な取組
① ホームページ等を活用した空き室情報の迅速な提供

② 団地毎の入居状況を踏まえ、入居者へのフリーレントなどを実施

③ 仲介業者の活用による入居の促進・強化

(2) 収入確保に向けた主な取組
賃貸住宅や社有資産の空きスペースの有効活用による賃貸料の増収

(3) 収納率向上への主な取組
① 新規滞納や長期化防止対策として、電話・文書等による督促

② 長期滞納者対策として、 支払い計画の作成や退去の働き掛けを行い、支払いや退去に

応じない場合には明渡し請求等の法的措置を実施

③ 退去後、未収金の支払いに応じない場合には、債権回収業者や弁護士法人に回収を委

託

(4) 良好な住環境の維持保全への主な取組
日常点検を励行し、不具合箇所の適時適切な修繕のほか、設備機器の更新により良好な

住環境を維持保全
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(5) 賃貸料収納計画の内訳
（単位：千円）

区 分 団 地 令和４年度 長期事業計画 備 考

一般賃貸住宅
ﾌｧｲﾝｽﾞ学園通ほか

409,744 410,143
入居率 97.2%

計 9棟 5団地 収納率 98.3%

中高層賃貸施設 琴似 24軒 6,954 8,333 収納率 100.0%

社有資産 緑苑ビル 29,018 32,633 収納率 99.6%

賃貸宅地 季実の里団地ほか 287,199 287,289 収納率 99.2%

賃貸宅地処分 1件（北広島市大曲柏葉） 4,070 9,201 現契約満了日 R4.8.28

合 計 736,985 747,599

３ 割賦債権管理計画

(1) 収納率向上に向けた主な取組
収納率の向上を図るため、次の督促活動を徹底するほか、債権区分に応じて必要な対策

を適時適切に行い、債権の早期回収に努める。

① 継続的に滞納者の状況把握を行うとともに、長期化を防止するための迅速な電話・文

書等により督促

② 長期滞納者に対しては、資産・物件調査を定期的に行い、回収が見込めるものから順

次法的に措置

③ 競売等により担保物件が無く、回収が困難な債権については、債権回収業者や弁護士

法人に回収を委託

(2) 割賦収入計画の内訳
（単位：千円）

区 分 令和４年度 長期事業計画 備 考

自 治 体 72,662 72,654 計画収納率 100.0%

民 間 11,984 30,061 計画収納率 60.9%

合 計 84,646 102,715

４ その他の計画

(1) 未収金回収に向けた主な取組
賃貸資産管理計画や割賦債権管理計画と同様の取組を行い、債務者の状況に応じて適時

適切に対応し、未収金の早期回収に努める。
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(2) 回収計画の内訳
（単位：千円）

区 分 令和４年度 長期事業計画 備 考

未収金回収 16,910 37,138 計画回収率 4.9%

Ⅲ 経費計画

１ 経費執行の方針

経費は、これまでの支出状況を踏まえた必要経費を計上するが、その執行においては経済

的・効率的に行い、節約に努める。

２ 経費執行計画

（単位：千円）

区 分 令和４年度 長期事業計画 備 考

人 件 費 45,423 48,686 職員数▲ 1人

事 務 費 310,804 294,684

需用費 28,238 30,320

空家修繕 +5,961
修繕・共益業務費 99,113 83,149 雑草刈取り（みどり野） +4,184

賃貸住宅共益費 +3,487

ﾘｰｽ・委託業務費 55,511 53,902

公課費等負担金 114,727 113,456

支払利息 13,215 13,857

合 計 356,227 343,370

Ⅳ 組織体制

理事長（非常勤）

専務理事 理 事 部 長 副部長（３人） 主査

理事（非常勤）

監事（非常勤２名）

役員６名（うち常勤２名） 職員５名
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令和４年度 北海道住宅供給公社 資金計画

【資金計画の方針】

「令和４年度事業計画」の確実な実施により、借入金の返済に努める。

【事業収支計画】
（単位：千円）

区 分 令和４年度(X) 長期事業計画(Y) 差引（X-Y）

前年度繰越預金見込額 （A） 821,421 807,000 14,421

分譲収入 52,887 13,000 39,887

賃貸収入 736,985 748,000 ▲ 11,015

収 入 割賦収入 84,646 103,000 ▲ 18,354

その他収入 16,910 37,000 ▲ 20,090

計 （B） 891,428 901,000 ▲ 9,572

人件費 45,423 49,000 ▲ 3,577

経 費 事務費 310,804 294,000 16,804

計 （C） 356,227 343,000 13,227

事 業 収 支 （B-C） （D） 535,201 558,000 ▲ 22,799

差引返済財源 （A+D） （E） 1,356,622 1,365,000 ▲ 8,378

【返済計画】
（単位：千円）

区 分 期首残高見込額 返済額 (X) 長期事業計画(Y) 差引（X-Y）

住宅金融支援機構 5,318,974 545,055 798,000 ▲ 252,945

北海道 27,677,000 16,000 16,000 0

計 （F） 32,995,974 561,055 814,000 ▲ 252,945

【繰越金】
（単位：千円）

区 分 令和４年度期末(X) 長期事業計画(Y) 差引（X-Y）

次期繰越預金（E－ F） 795,567 551,000 244,567

※ 「長期事業計画」の計画値は、百万円未満四捨五入による。


